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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．第57期中及び第59期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していません。 

３．第59期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 9,937 8,703 11,189 19,422 18,483 

経常利益（百万円） 1,786 594 1,945 2,863 1,829 

中間(当期)純利益（百万円） 1,039 363 1,192 1,683 1,042 

純資産額（百万円） 15,458 16,468 20,498 16,150 17,791 

総資産額（百万円） 24,016 25,206 28,813 26,005 26,718 

１株当たり純資産額（円） 762.75 805.43 892.62 787.47 867.91 

１株当たり中間(当期)純利益

（円） 
51.31 17.79 56.23 80.62 48.65 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ 15.86 － 76.14 43.35 

自己資本比率（％） 64.4 65.3 71.1 62.1 66.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,133 359 990 2,895 1,209 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△286 △459 △327 △3,395 △747 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△207 △334 △206 1,310 △710 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
1,947 1,766 2,419 2,118 1,971 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

602 

[109] 

610 

[105] 

611 

[105] 

593 

[104] 

601 

[106] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．第57期の１株当たり配当額18円は、創業80周年の記念配当２円を含んでいます。 

３．第57期中及び第59期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していません。 

４．第59期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 9,508 8,075 10,588 18,464 17,160 

経常利益（百万円） 1,651 515 1,599 2,454 1,519 

中間(当期)純利益（百万円） 1,010 342 941 1,418 812 

資本金（百万円） 3,262 3,262 4,268 3,262 3,262 

発行済株式総数（千株） 21,273 21,273 23,809 21,273 21,273 

純資産額（百万円） 14,727 15,532 19,099 15,182 16,621 

総資産額（百万円） 23,199 24,169 27,363 24,871 25,412 

１株当たり純資産額（円） 726.69 759.68 831.67 740.87 811.66 

１株当たり中間(当期)純利益

（円） 
49.87 16.77 44.38 68.32 38.36 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ 14.95 － 64.52 34.2 

１株当たり配当額（円） 8.00 8.00 8.00 18.00 16.00 

自己資本比率（％） 63.5 64.3 69.8 61.0 65.4 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

510 

[79] 

504 

[79] 

501 

[80] 

495 

[79] 

498 

[77] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

います。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、日本ピラー工業労働組合と称し企業内組合で、上部団体に加入していません。 

 会社との関係は円満に推移し特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業部門 従業員数（人） 

１．流体制御関連機器事業    

メカニカルシール 94 [21] 

グランドパッキン・ガスケット 24 [11] 

ピラフロン 74 [14] 

共通部門    

開発・技術部門 128 [20] 

生産部門 77 [24] 

販売部門 163 [13] 

管理部門 51 [1] 

２．その他事業    

不動産賃貸 － [1] 

合計 611 [105] 

  平成18年９月30日現在

従業員数 501人 [80] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善、旺盛な設備投資、堅調な個人消費に支えられ、景

気は着実な拡大基調で推移いたしました。また、世界経済は米国やアジアを中心に依然好調に推移しております

が、一方では原油価格の高騰による素材価格の上昇など国内外の経済に影響を及ぼす懸念材料は払拭されておりま

せん。 

 このような環境の中、当社グループの中核のひとつでありますシール製品におきましては、ノンアスベスト製品

への切替えの動きは見られるものの、電力を中心とした既存設備の保守費用削減基調や受注獲得競争の激化が続い

ており、依然としてり厳しい市場環境となっております。 

 もうひとつの中核であります半導体・液晶製造装置関連業界向けピラフロン製品は、半導体・液晶メーカーにお

ける設備投資の回復を受け堅調に推移いたしました。 

 このような情勢のもとで、ピラフロン製品の事業拡大に向けての設備投資や生産技術開発部、商品企画部を新た

に設置するなど、新市場の開拓や新規受注の獲得に向け、営業、技術、生産が一体となって鋭意努力いたしました

結果、製品部門別の売上高は次のとおりとなりました。 

ＭＳ製品部門（メカニカルシール製品部門） 

 電力業界などの受注競争の激化、設備保守費用削減基調のなかで食品、医薬、石油化学・石油精製分野への受注

活動を強化いたしました結果、売上高は２８億６５百万円（前年同期比５.９％増）となりました。 

ＧＰ製品部門（グランドパッキン・ガスケット製品部門） 

 ノンアスベスト製品などの受注活動を積極的に展開いたしました結果、売上高は２１億５９百万円（前年同期比

１３.０％増）となりました。 

ＰＦ製品部門（ピラフロン製品部門） 

 半導体・液晶製造装置関連業界向けピラフロン製品の受注が堅調に推移したことに加え、建設業界向け免震関連

製品の受注も好調に推移したため、売上高は６１億２０百万円（前年同期比５１.３％増）となりました。 

その他部門（不動産賃貸） 

 その他部門の売上高は４５百万円（前年同期比１１．２％増）となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は１１１億８９百万円（前年同期比２８.６％増）となりました。利

益面では、素材価格の上昇が原価押し上げ要因となりましたが、半導体・液晶製造装置関連業界向けピラフロン製

品の受注増加による設備稼働率が向上したこと、及びコスト低減、合理化・効率化の諸施策を実施したことによ

り、営業利益は１８億８４百万円（前年同期比２４４．５％増）、経常利益は１９億４５百万円（前年同期比２２

７．３％増）、中間純利益は１１億９２百万円（前年同期比２２７．９％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 営業活動により得られたキャッシュ・フローは前年同期に比べ６億３０百万円増加し、９億９０百万円（前年同

期比１７５．６％増）となりました。これは売上債権が１５億９８百万円増加（前年同期は５億１百万円の減少）

しましたが、税金等調整前中間純利益が１３億３８百万円増加（前年同期比２２３．４％増）したこと、法人税等

の支払額が前年同期は９億１７百万円、当中間連結会計期間は還付額３４百万円であったことによるものです。 

 投資活動により使用したキャッシュ・フローは前年同期に比べ１億３１百万円減少し、３億２７百万円（前年同

期比２８．７％減）となりました。これは設備投資等による固定資産の取得による支払いが１億４百万円減少（前

年同期比２４．９％減）したことによるものです。 

 財務活動により使用したキャッシュ・フローは前年同期に比べ１億２８百万円減少し、２億６百万円（前年同期

比３８．２％減）となりました。これは短期及び長期借入金の純増減額が当中間連結会計期間に１億１百万円のマ

イナスとなったことによるものです。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は前中間連結会計期間末と比較して６億５２百万

円増加（前期末比４億４８百万円増加）し、２４億１９百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における流体制御関連機器事業の生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における流体制御関連機器事業の受注状況を製品別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

４．大日本スクリーン製造㈱の前中間連結会計期間における金額及び割合については、販売実績の総販売実績に

対する割合が100分の10未満であるため、記載を省略しています。 

品名 金額（百万円） 前年同期比（％） 

メカニカルシール 2,632 +3.2  

グランドパッキン・ガスケット 1,730 +9.5  

ピラフロン 6,128 +51.8  

合計 10,491 +28.4  

品名 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

メカニカルシール 3,121 +11.0  924 +3.5  

グランドパッキン・ガスケット 2,217 +17.7  283 +66.8  

ピラフロン 6,388 +53.2  1,556 +83.5  

合計 11,726 +32.3  2,764 +44.6  

事業部門 金額（百万円） 前年同期比（％） 

１．流体制御関連機器事業   

メカニカルシール 2,865 +5.9  

グランドパッキン・ガスケット 2,159 +13.0  

ピラフロン 6,120 +51.3  

２．その他 45 +11.2  

合計 11,189 +28.6  

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％） 

 大日本スクリーン製造㈱ － － 1,306 11.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は創業以来「流体の漏れを制御する」流体制御関連機器メーカーとして長年にわたり蓄積してきた密封関連技

術、材料技術、精密加工技術を応用して新しい成長市場の新製品開発を進めております。 

 研究開発となる新事業分野は開発事業部が担当しており、情報通信、新エネルギー関連のニッチ市場に高付加価値

製品を提供すべく開発活動を行っております。 

 研究スタッフは約40名であり、これらのスタッフで公的研究機関、大学、顧客との協力、交流、共同研究を積極的

に展開し、先進技術の開発を効果的に推進しております。 

 当中間連結会計期間の研究開発費は２億96百万円であり、これは売上高の2.7％でありました。 

 なお、当社グループにおいて、研究開発活動は当社のみで行っております。 

 また、当社では既存製品に係る改良等について技術本部が担当しており、当中間連結会計期間における技術費用

は１億18百万円でありました。なお、技術本部の各分野別の状況は次のとおりであります。 

①電子情報関連 

 半導体関連では、低コスト・短納期の市場要求に追随すべく、切削製品で対応していた一部の継手製品、バルブ

部品について、成型製品への切り替えを精力的に推進いたしております。また、ＰＦＡチューブの配管製品群は、

市場の多様化に対応すべく、曲げチューブ・溶着チューブなどの開発活動を展開しております。 

②産業機器関連 

 メカニカルシール関連では、ケミカル市場向けのスラリー液用カートリッジシールのラインナップが整い、個別

に市場評価を受けるべく市場投入活動を展開しています。グランドパッキン関連では従来の「ノンアスベスト製

品」のラインナップとグレードアップに努めております。 

③土木建築関連 

 建築物基礎の地震被害を軽減する杭頭接合工法「Ｐ／Ｒパイル工法ＶＥタイプ」の 開発を終え、一般評定（日

本建築センター）の追加認定を取得いたしました。従来品はコスト面から特定建築物を中心に採用されておりまし

たが、追加認定品は従来比５０％コストダウンを実現した廉価版で一般建築物への採用が見込めます。  

 また、免震建物を支持する、「すべり支承装置」において建物の引抜力に抵抗できる支承 「ＭＭ型すべり支

承」の開発を終え、大臣認定を取得いたしました。免震建物で引抜力が生じる物件への採用が見込まれます。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注） 転換社債の株式転換による増加であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,352,000 

計 40,352,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 23,809,406 23,809,406 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 23,809,406 23,809,406 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日  

～平成18年９月30日  

 （注） 

2,535 23,809 1,005 4,268 1,005 4,033 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は自己株式を844千株保有していますが、上記大株主からは除外しています。 

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社         1,628千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社            738千株 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,628 6.83 

有限会社ロックウェーブ 神戸市灘区篠原中町３丁目３番５号 1,020 4.28 

岩波 清久 神戸市灘区 871 3.65 

日本ピラー工業取引先持株会 大阪市淀川区野中南２丁目11番48号 801 3.36 

日本マスタートラスト信託 

銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 738 3.09 

明治安田生命保険相互会社 

(常任代理人 資産管理サー 

ビス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 

 （東京都中央区晴海１丁目８番12号） 
700 2.94 

株式会社みずほ銀行 

(常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 
692 2.90 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 692 2.90 

ダイキン工業株式会社 大阪市北区中崎西２丁目４番12号 400 1.68 

岩波 久子 神戸市東灘区 336 1.41 

計 － 7,881 33.10 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式) 

普通株式 

844,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

22,820,000 
22,820 － 

単元未満株式 
普通株式 

145,406 
－ 

１単元（1,000株） 

未満の株式 

発行済株式総数 23,809,406 － － 

総株主の議決権 － 22,820 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本ピラー工業株式会社 
大阪市淀川区野中南

２丁目11番48号 
844,000 － 844,000 3.54 

計 － 844,000 － 844,000 3.54 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,119 1,140 1,118 1,235 1,373 1,557 

最低（円） 975 973 1,006 1,040 1,190 1,333 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
 開発事業部長 

 兼品質保証部長  

 技術管掌 

 兼開発事業部長  
大場 寛二 平成18年９月11日 

常務取締役 

 三田工場長 

 兼生産本部長 

 兼生産本部三田 

 生産部長  

 生産管掌 

 兼三田工場長 
宮原 宣武 平成18年９月11日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しています。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついてはみすず監査法人及びはるか監査法人により中間監査を受けています。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日をもって、名称をみすず監査法人に変更しています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金 ※２  2,098   2,751   2,303  

受取手形及び売掛
金 

※４  7,773   10,036   8,436  

有価証券   1,308   1,298   1,299  

たな卸資産   1,553   2,080   1,580  

その他   385   419   441  

貸倒引当金   △15   △17   △16  

流動資産合計   13,103 52.0  16,570 57.5  14,044 52.6 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物及び構築物 
※１ 
※２ 

4,485   4,173   4,323   

機械装置及び運
搬具 

※１ 
※２ 

1,647   1,719   1,660   

土地 ※２ 1,726   1,726   1,726   

その他 
※１ 
※２ 

467 8,326  469 8,089  350 8,061  

２．無形固定資産   144   93   111  

３．投資その他の資産           

投資有価証券  2,743   3,622   4,070   

その他  1,104   605   605   

貸倒引当金  △215 3,632  △167 4,060  △174 4,501  

固定資産合計   12,103 48.0  12,243 42.5  12,674 47.4 

資産合計   25,206 100.0  28,813 100.0  26,718 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形及び買掛
金   2,006   2,905   2,389  

短期借入金 ※２  614   655   560  

未払法人税等   119   794   72  

賞与引当金   562   509   496  

役員賞与引当金   －   24   －  

その他   1,042   1,325   992  

流動負債合計   4,344 17.2  6,214 21.6  4,510 16.9 

Ⅱ 固定負債           

社債    2,011   －   2,011  

長期借入金 ※２   535   257   381  

退職給付引当金   1,407   1,354   1,386  

役員退職引当金   349   371   360  

その他   65   117   277  

固定負債合計   4,370 17.4  2,100 7.3  4,417 16.5 

負債合計   8,715 34.6  8,315 28.9  8,927 33.4 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   23 0.1  － －  － － 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,262 12.9  － －  3,262 12.2 

Ⅱ 資本剰余金   3,062 12.2  － －  3,062 11.5 

Ⅲ 利益剰余金   10,011 39.7  － －  10,526 39.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   663 2.6  － －  1,449 5.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △29 △0.1  － －  △5 △0.0 

Ⅵ 自己株式   △502 △2.0  － －  △504 △1.9 

資本合計   16,468 65.3  － －  17,791 66.6 

負債、少数株主持分
及び資本合計   25,206 100.0  － －  26,718 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                 

 １ 資本金   － －  4,268 14.8  － － 

 ２ 資本剰余金   － －  4,068 14.1  － － 

 ３ 利益剰余金   － －  11,507 39.9  － － 

 ４ 自己株式   － －  △523 △1.8  － － 

株主資本合計   － －  19,321 67.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

 １ その他有価証券評
価差額金   － －  1,183 4.1  － － 

 ２ 為替換算調整勘定   － －  △5 △0.0  － － 

評価・換算差額等合
計   － －  1,177 4.1  － － 

純資産合計   － －  20,498 71.1  － － 

負債及び純資産合計   － －  28,813 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   8,703 100.0  11,189 100.0  18,483 100.0 

Ⅱ 売上原価   5,885 67.6  6,974 62.3  12,129 65.6 

売上総利益   2,818 32.4  4,215 37.7  6,354 34.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  2,271 26.1  2,330 20.9  4,589 24.8 

営業利益   547 6.3  1,884 16.8  1,764 9.6 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  4   2   7   

受取配当金  21   36   33   

作業屑売却収入  7   19   19   

為替差益  9   －   －   

その他  23 66 0.7 38 96 0.9 57 118 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  12   8   23   

固定資産除却損 ※２ 3   0   15   

ゴルフ会員権評価
損 

※３ 1   6   1   

社債償還費用  －   6   －   

その他  2 18 0.2 13 35 0.3 14 53 0.3 

経常利益   594 6.8  1,945 17.4  1,829 9.9 

Ⅵ 特別利益           

貸倒引当金戻入
益   9   2   13   

固定資産売却益 ※４ 0 9 0.1 － 2 0.0 2 15 0.1 

Ⅶ 特別損失           

固定資産売却損 ※５ 4   2   4   

固定資産除却損 ※６ － 4 0.0 7 10 0.1 － 4 0.0

税金等調整前中間
（当期）純利益   599 6.9  1,938 17.3  1,840 10.0 

法人税、住民税及
び事業税  124   813   545   

法人税等調整額  109 234 2.7 △68 745 6.6 252 797 4.4 

少数株主利益   0 0.0  － －  0 0.0 

中間(当期)純利益   363 4.2  1,192 10.7  1,042 5.6 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,062  3,062 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  － － 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高   3,062  3,062 

         

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   9,948  9,948 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  363 363 1,042 1,042 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  204  368  

２．役員賞与  46  46  

３．連結子会社増加に伴う減少高  49 301 49 464 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   10,011  10,526 

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,262 3,062 10,526 △504 16,346 

中間連結会計期間中の変動額      

転換社債の転換による新株の発

行 
1,005 1,005     2,011 

利益処分による剰余金の配当     △163   △163 

利益処分による役員賞与     △48   △48 

中間純利益     1,192   1,192 

自己株式の取得       △18 △18 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
1,005 1,005 981 △18 2,974 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
4,268 4,068 11,507 △523 19,321 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,449 △5 1,444 17,791 

中間連結会計期間中の変動額     

転換社債の転換による新株の発

行 
      2,011 

利益処分による剰余金の配当       △163 

利益処分による役員賞与       △48 

中間純利益       1,192 

自己株式の取得       △18 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△266 △0 △267 △267 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△266 △0 △267 2,707 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,183 △5 1,177 20,498 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 599 1,938 1,840 

減価償却費  454 450 952 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 △0 13 △66 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

 △61 △32 △82 

役員退職引当金の増
減額（減少：△） 

 △37 11 △27 

受取利息及び受取配
当金 

 △25 △38 △41 

支払利息  12 8 23 

役員賞与  △47 △48 △47 

売上債権の増減額
（増加：△） 

 501 △1,598 △103 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 △44 △502 △64 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

 65 518 438 

その他  △150 205 △109 

小計  1,265 926 2,713 

利息及び配当金の受
取額 

 23 37 39 

利息の支払額  △11 △8 △23 

法人税等の支払額及
び還付額（純額） 

 △917 34 △1,520 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 359 990 1,209 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有価証券の売却によ
る収入 

 1,816 1,299 4,424 

有価証券の取得によ
る支出 

 △1,296 △1,298 △3,895 

投資有価証券の取得
による支出 

 △551 － △552 

有形・無形固定資産
の取得による支出 

 △418 △314 △713 

その他  △9 △14 △10 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △459 △327 △747 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

 △130 146 △169 

長期借入れによる収
入 

 200 － 200 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △198 △173 △371 

配当金の支払額  △201 △161 △363 

その他  △4 △18 △7 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △334 △206 △710 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 8 △6 26 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

 △426 448 △222 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 2,118 1,971 2,118 

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物期首残
高 

 74 － 74 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 1,766 2,419 1,971 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数  13社 

連結子会社名 

ピラーサービス販売㈱ 

中部ピラーサービス販売㈱ 

東京ピラー㈱、北陸ピラー㈱ 

ピラーエンジニアリングサー

ビス㈱ 

関東ピラーエンジニアリング

サービス㈱ 

山陽ピラーエンジニアリング

サービス㈱ 

エヌピイ工業㈱、日高精工㈱ 

ピラー産業㈱ 

台湾ピラー工業㈱ 

日本ピラーシンガポール㈱ 

日本ピラーアメリカ㈱ 

（連結範囲の変更） 

 山陽ピラーエンジニアリン

グサービス㈱及び日本ピラー

アメリカ㈱は従来、非連結子

会社（持分法非適用）でした

が、重要性が増したため、当

中間連結会計期間から連結の

範囲に含めています。 

(イ)連結子会社の数  12社 

連結子会社名 

ピラーサービス販売㈱ 

中部ピラーサービス販売㈱ 

東京ピラー㈱、北陸ピラー㈱ 

ピラーエンジニアリングサー

ビス㈱ 

関東ピラーエンジニアリング

サービス㈱ 

山陽ピラーエンジニアリング

サービス㈱ 

エヌピイ工業㈱、日高精工㈱ 

台湾ピラー工業㈱ 

日本ピラーシンガポール㈱ 

日本ピラーアメリカ㈱ 

(イ)連結子会社の数  12社 

 主要な連結子会社名は、

「第１ 企業の概況 ４．関

係会社の状況」に記載してい

るため、省略しました。 

 なお、山陽ピラーエンジニ

アリングサービス㈱及び日本

ピラーアメリカ㈱は従来、非

連結子会社（持分法非適用）

でしたが、重要性が増したた

め、当連結会計年度から連結

の範囲に含めています。 

 また、ピラー産業㈱は、平

成18年１月１日付で北陸ピラ

ー㈱を吸収合併し、商号を北

陸ピラー㈱に変更していま

す。 

 (ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

蘇州ピラー工業有限公司 

他２社 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

蘇州ピラー工業有限公司 

他２社 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

蘇州ピラー工業有限公司 

他２社 

 （連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社はいずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲か

ら除外しています。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲から除

外しています。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の非連結子会社及

び関連会社はありません。 

(イ)持分法適用の非連結子会社及

び関連会社はありません。 

(イ)持分法適用の非連結子会社及

び関連会社はありません。 

 (ロ)持分法適用外の非連結子会社

（蘇州ピラー工業有限公司他

２社）及び関連会社韓国ピラ

ー工業㈱は、それぞれ中間純

損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響は

軽微であり、かつ全体として

もその影響の重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外

しています。 

(ロ)持分法適用外の非連結子会社 

同左 

(ロ)持分法適用外の非連結子会社

（蘇州ピラー工業有限公司他

２社）及び関連会社韓国ピラ

ー工業㈱は、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響は

軽微であり、かつ全体として

もその影響の重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外

しています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。   

会社名：台湾ピラー工業㈱ 

日本ピラーシンガポー

ル㈱ 

日本ピラーアメリカ㈱ 

中間決算日：６月30日 

（注）中間決算日現在の中間財務

諸表を基礎として連結を行

っています。 

ただし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調

整を行っています。 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。   

同左 

 連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる会社は次のとおりであ

ります。 

会社名：台湾ピラー工業㈱ 

日本ピラーシンガポー

ル㈱ 

日本ピラーアメリカ㈱ 

決算日：12月31日 

（注）決算日現在の財務諸表を基

礎として連結を行っていま

す。 

ただし、連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っています。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理しており、売

却原価は移動平均法によ

り算定しています。） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入

法により処理しており、

売却原価は移動平均法に

より算定しています。） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理しており、売却原価は

移動平均法により算定し

ています。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②たな卸資産 

製品・仕掛品 

主として総平均法による原

価法 

②たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

②たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

 商品 

総平均法による原価法 

原材料 

（主要原材料） 

月次平均法による原価法 

（仕入部品） 

総平均法による原価法 

商品 

同左 

原材料 

同左 

商品 

同左 

原材料 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

主として定率法 

 ただし、子会社ピラー産業

㈱の賃貸用不動産及び平成10

年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用してお

り、耐用年数及び残存価額は

法人税法の規定に従っていま

す。 

 なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年間で均

等償却する方法を採用してい

ます。 

 また、主な耐用年数は次の

とおりであります。  

建物及び構築物  ８～50年 

機械装置及び運搬具 

４～14年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

主として定率法 

 ただし、子会社北陸ピラー

㈱の賃貸用不動産及び平成10

年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用してい

ます。 

 なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年間で均等償却する方

法を採用しています。 

 また、主な耐用年数は次の

とおりであります。  

建物及び構築物  ８～50年 

機械装置及び運搬具 

４～14年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

主として定率法 

 ただし、子会社北陸ピラー

㈱の賃貸用不動産及び平成10

年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用してい

ます。 

 なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年間で均等償却する方

法を採用しています。  

 また、主な耐用年数は次の

とおりであります。  

建物及び構築物  ８～50年 

機械装置及び運搬具  

 ４～14年 

 ②無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアに

ついて、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額

法を採用しています。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒損失の発生に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しています。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額を計上し

ています。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ③    ───── ③役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度における

支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上していま

す。 

（会計方針の変更）  

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ています。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益は、それぞれ24百万円減

少しています。 

 ③    ───── 

 ④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ています。 

④退職給付引当金 

同左 

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

います。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ています。 

 ⑤役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を

計上しています。 

⑤役員退職引当金 

同左 

⑤役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上していま

す。 

 (ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整勘定

に含めています。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定に含めています。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含

めています。 

 (ホ)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引につい

て、当該特例処理によってい

ます。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：金利変動により

影響を受ける長期借入金利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ヘッジ方針 

 当社所定の社内承認手続き

を行った上で、借入金利息の

金利変動リスクを回避する目

的により、金利スワップを利

用しています。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては、

特例処理によっているため、

有効性の評価の判定を省略し

ています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (ト)消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっています。 

(ト)消費税等の会計処理の方法 

同左 

(ト)消費税等の会計処理の方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっています。 

同左 同左 

６．その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための重要な事項 

法人税等の期間配分の処理に関す

る事項 

 当中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当連

結会計年度において予定している

利益処分による圧縮積立金の取崩

しを前提として、当中間連結会計

期間に係る金額を計算していま

す。 

───── ───── 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。  

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。   

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しています。  

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。   

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してい

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、20,498百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しています。 

───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

    前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「受取特許料」（当中間連結会計期間は５百万円）

は、営業外収益の総額の100分の10以下となったため、

営業外収益の「その他」に含めて表示することにしま

した。 

  

───── 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

    投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券の

売却による収入」は、前中間連結会計期間は「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため区分掲記しています。なお、前中間連結会

計期間の「その他」に含まれている「有価証券の売却

による収入」は５百万円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

    投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証

券の取得による支出」は、当中間連結会計期間におい

て、金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含

めています。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「投資有価証券の取得による支出」は１百万円で

あります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

   13,064百万円    13,608百万円    13,362百万円

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

（工場財団） （工場財団） （工場財団） 

建物及び構築物    1,613百万円

機械装置及び運搬具 36 

土地 772 

その他 0 

計 2,421 

建物及び構築物    1,481百万円

機械装置及び運搬具 34 

土地 772 

その他 0 

計 2,287 

建物及び構築物    1,543百万円

機械装置及び運搬具 34 

土地 772 

その他 0 

計 2,350 

上記に対する債務 上記に対する債務 上記に対する債務 

短期借入金   20百万円

長期借入金 45 

計 65 

短期借入金     20百万円

長期借入金 25 

計 45 

短期借入金    20百万円

長期借入金 35 

計 55 

（工事履行保証） （工事履行保証） （工事履行保証） 

定期預金 500千NT$ ( 1百万円) 定期預金 500千NT$ ( 1百万円) 定期預金 500千NT$ ( 1百万円)

 ３ 偶発債務 

 下記の子会社の銀行借入金に対し次の

とおり保証をしています。 

 ３ 偶発債務 

 下記の子会社の銀行借入金に対し次の

とおり保証をしています。 

 ３ 偶発債務 

 下記の子会社の銀行借入金に対し次の

とおり保証をしています。 

蘇州ピラー工業有限公司  

22百万円 (   1,600千RMB) 

蘇州ピラー工業有限公司  

  23百万円 (   1,600千RMB) 

蘇州ピラー工業有限公司  

  23百万円 (   1,600千RMB) 

───── ※４ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理しています。 

  なお、当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の満期

手形が中間連結会計期間末日の残高に含

まれています。 

受取手形  269百万円

───── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主なもの ※１ 販売費及び一般管理費のうち主なもの ※１ 販売費及び一般管理費のうち主なもの 

貸倒引当金繰入額  0百万円

従業員給料・賞与 516 

賞与引当金繰入額 200 

退職給付引当金繰入額 58 

役員退職引当金繰入額 11 

減価償却費 72 

研究開発費 362 

貸倒引当金繰入額   0百万円

従業員給料・賞与 545 

賞与引当金繰入額 182 

役員賞与引当金繰入額 24 

退職給付引当金繰入額 58 

役員退職引当金繰入額 11 

減価償却費 54 

研究開発費 296 

貸倒引当金繰入額     1百万円

従業員給料・賞与 1,253 

賞与引当金繰入額 178 

退職給付引当金繰入額 117 

役員退職引当金繰入額 22 

減価償却費 145 

研究開発費 721 

※２ 固定資産除却損の主なもの 

 固定資産除却損の主なものは、更新投

資による機械装置の除却によるもので

す。 

※２ 固定資産除却損の主なもの 

同左 

※２ 固定資産除却損の主なもの 

同左 

※３ ゴルフ会員権評価損 

 ゴルフ会員権評価損は、貸倒引当金繰

入額（0百万円）を含めて表示していま

す。 

※３      ――――― 

  

※３ ゴルフ会員権評価損 

 ゴルフ会員権評価損は、貸倒引当金繰

入額（0百万円）を含めて表示していま

す。 

※４ 固定資産売却益の主なもの 

 固定資産売却益の主なものは、機械装

置の譲渡によるものです。 

※４      ――――― ※４ 固定資産売却益の主なもの  

 固定資産売却益の主なものは、機械装

置の譲渡によるものです。 

※５ 固定資産売却損の主なもの 

 固定資産売却損の主なものは、機械装

置の譲渡によるものです。 

※５ 固定資産売却損の主なもの 

 固定資産売却損の主なものは、機械装

置の譲渡によるものです。 

※５ 固定資産売却損の主なもの 

 固定資産売却損の主なものは、機械装

置の譲渡によるものです。 

※６      ――――― ※６ 固定資産除却損の主なもの 

 固定資産除却損の主なものは、機械装

置及び工具器具等の除却損によるもので

す。 

※６      ――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の増加2,535千株は、転換社債の転換による増加であります。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式 （注）１ 21,273 2,535 － 23,809 

合計 21,273 2,535 － 23,809 

 自己株式         

   普通株式 （注）２ 830 14 － 844 

合計 830 14 － 844 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 163 8  平成18年３月31日  平成18年６月29日 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 

取締役会 
普通株式 183 利益剰余金 8  平成18年９月30日  平成18年12月８日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金    2,098百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△331 

現金及び現金同等物 1,766 

現金及び預金    2,751百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△331 

現金及び現金同等物 2,419 

現金及び預金    2,303百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△331 

現金及び現金同等物 1,971 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 工具・器

具・備品 

取得価額相当額    110百万円

減価償却累計額

相当額 
   58百万円

中間期末残高相

当額 
  52百万円

 工具・器

具・備品 

取得価額相当額    101百万円

減価償却累計額

相当額 
    57百万円

中間期末残高相

当額 
    43百万円

 工具・器

具・備品 

取得価額相当額    95百万円

減価償却累計額

相当額 
    54百万円

期末残高相当額     40百万円

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しています。 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   20百万円

１年超   31百万円

合計   52百万円

１年内     18百万円

１年超     25百万円

合計     43百万円

１年内     17百万円

１年超     23百万円

合計     40百万円

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料   18百万円

減価償却費相当額   18百万円

支払リース料     10百万円

減価償却費相当額     10百万円

支払リース料     29百万円

減価償却費相当額     29百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
中間連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

国債・地方債等 10百万円 10百万円 0百万円 

計 10 10 0 

 取得原価 
中間連結貸借対照表

計上額 
差額 

株式 1,470百万円 2,589百万円 1,118百万円 

計 1,470 2,589 1,118 

(1）満期保有目的の債券  

 コマーシャル・ペーパー 1,298百万円 

(2）その他有価証券  

 非上場株式 62百万円 

 取得原価 
中間連結貸借対照表

計上額 
差額 

株式 1,473百万円 3,468百万円 1,994百万円 

計 1,473 3,468 1,994 

(1）満期保有目的の債券  

 コマーシャル・ペーパー 1,298百万円 

(2）その他有価証券  

 非上場株式 62百万円 



Ⅲ 前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

     前中間連結会計期間末（平成17年９月30日）、当中間連結会計期間末（平成18年９月30日）及び前連結会計年

度末（平成18年３月31日） 

     金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため特例処理を採用しており、それ以外の取引

はないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

株式 1,471百万円 3,916百万円 2,444百万円 

計 1,471 3,916 2,444 

(1）満期保有目的の債券  

 コマーシャル・ペーパー 1,299百万円 

(2）その他有価証券  

 非上場株式 62百万円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

     前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは各種の流体制御関連機器製品の製造販売を主事業とする専門集団ですが、一セグメントの売上

高は全セグメントの売上高合計の90％超であり、かつ当該セグメントの営業利益が営業利益の生じているセグメ

ントの営業利益の合計額の90％超であるためその作成を省略しています。 

【所在地別セグメント情報】 

     前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、その作成を省略しています。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

アジア：台湾、韓国、シンガポール 

その他：北米、欧州、中東 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

アジア：台湾、韓国、シンガポール 

その他：北米、欧州、中東 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

アジア：台湾、韓国、シンガポール 

その他：北米、欧州、中東 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 631 253 884 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   8,703 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
7.3 2.9 10.2 

 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 839 373 1,213 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   11,189 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
7.5 3.3 10.8 

 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,425 670 2,096 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   18,483 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
7.7 3.6 11.3 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額   805円43銭

１株当たり中間純利益   17円79銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 

  

15円86銭

１株当たり純資産額 892円62銭

１株当たり中間純利益 56円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。

１株当たり純資産額 867円91銭

１株当たり当期純利益 48円65銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

  

43円35銭

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 363 1,192 1,042 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 48 

（うち利益処分による役員賞与

金） 
－ － (48) 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（百万円） 
363 1,192 994 

期中平均株式数（千株） 20,447 21,212 20,446 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
0 － 1 

（うち支払利息（税額相当額控除

後）） 
(0) － (1) 

普通株式増加数（千株） 2,535 － 2,535 

（うち新株予約権（千株）） (2,535) － (2,535) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要  

─────  ─────  ─────  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金  1,522   2,194   1,829   

受取手形 ※４ 2,938   3,500   2,807   

売掛金  4,485   6,132   5,161   

有価証券  1,308   1,298   1,299   

たな卸資産  1,323   1,781   1,310   

繰延税金資産  265   297   229   

その他  78   82   182   

貸倒引当金  △1   △2   △2   

流動資産合計   11,920 49.3  15,285 55.9  12,817 50.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物 
※１ 
※２ 

3,200   2,954   3,065   

機械装置 
※１ 
※２ 

1,360   1,452   1,403   

土地 ※２ 1,480   1,480   1,480   

建設仮勘定  212   178   100   

その他 
※１ 
※２ 

580   584   558   

有形固定資産合計  6,834   6,648   6,607   

２．無形固定資産  140   89   107   

３．投資その他の資産           

投資有価証券  2,643   3,522   3,969   

関係会社株式  967   946   946   

長期貸付金  934   673   766   

繰延税金資産  526   －   －   

その他  390   381   384   

貸倒引当金  △187   △184   △186   

投資その他の資産
合計  5,275   5,339   5,879   

固定資産合計   12,249 50.7  12,077 44.1  12,594 49.6 

資産合計   24,169 100.0  27,363 100.0  25,412 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形  139   114   103   

買掛金  1,831   2,816   2,241   

短期借入金 ※２ 446   528   427   

未払金  619   811   570   

未払法人税等  48   620   －   

未払費用  226   224   222   

賞与引当金  509   465   449   

役員賞与引当金  －   14   －   

設備関係支払手形  35   65   49   

その他  495   586   443   

流動負債合計   4,352 18.0  6,245 22.8  4,506 17.7 

Ⅱ 固定負債           

社債   2,011   －   2,011   

長期借入金  ※２ 535   257   381   

退職給付引当金  1,379   1,328   1,359   

役員退職引当金  349   371   360   

繰延税金負債  －   53   162   

その他  8   8   8   

固定負債合計   4,284 17.7  2,018 7.4  4,284 16.9 

負債合計   8,637 35.7  8,264 30.2  8,790 34.6 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,262 13.5  － －  3,262 12.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  3,027   －   3,027   

２. その他資本剰余金  35   －   35   

資本剰余金合計   3,062 12.7  － －  3,062 12.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  436   －   436   

２．任意積立金  3,561   －   3,561   

３．中間(当期)未処分
利益  5,049   －   5,355   

利益剰余金合計   9,047 37.4  － －  9,353 36.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   662 2.8  － －  1,447 5.7 

Ⅴ 自己株式   △502 △2.1  － －  △504 △2.0 

資本合計   15,532 64.3  － －  16,621 65.4 

負債資本合計   24,169 100.0  － －  25,412 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本          

 １ 資本金    － －  4,268 15.6  － －

 ２ 資本剰余金            

  (1) 資本準備金  －   4,033   －   

  (2) その他資本剰
余金 

 －   35   －   

   資本剰余金合計   － －  4,068 14.9  － －

 ３ 利益剰余金            

  (1) 利益準備金  －   436   －   

    (2) その他利益剰
余金 

           

固定資産圧縮
積立金 

 －   18   －   

別途積立金  －   3,541   －   

繰越利益剰余
金 

 －   6,107   －   

   利益剰余金合計    － －  10,103 36.9  － －

 ４ 自己株式    － －  △523 △1.9  － －

    株主資本合計    － －  17,917 65.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等         

 １ その他有価証券
評価差額金 

  － －  1,181 4.3  － －

  評価・換算差額等
合計 

  － －  1,181 4.3  － －

純資産合計   － －  19,099 69.8  － － 

負債純資産合計   － －  27,363 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   8,075 100.0  10,588 100.0  17,160 100.0 

Ⅱ 売上原価   5,785 71.6  7,164 67.7  12,039 70.2 

売上総利益   2,289 28.4  3,424 32.3  5,121 29.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,943 24.1  1,983 18.7  3,907 22.7 

営業利益   346 4.3  1,440 13.6  1,214 7.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１  186 2.3  190 1.8  356 2.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  17 0.2  31 0.3  51 0.3 

経常利益   515 6.4  1,599 15.1  1,519 8.9 

Ⅵ 特別利益   2 0.0  0 0.0  5 0.0 

Ⅶ 特別損失   4 0.1  10 0.1  49 0.3 

税引前中間（当
期）純利益   514 6.3  1,589 15.0  1,475 8.6 

法人税、住民税及
び事業税  58   643   363   

法人税等調整額  112 171 2.1 4 647 6.1 299 663 3.9 

中間(当期)純利益   342 4.2  941 8.9  812 4.7 

前期繰越利益   4,706   －   4,706  

中間配当額   －   －   163  

中間(当期)未処分
利益   5,049   －   5,355  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目１百万円及び中間決算手続による取崩額１百万円であり

ます。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

固定資
産圧縮
積立金 

別途積
立金  

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,262 3,027 35 3,062 436 20 3,541 5,355 9,353 △504 15,173 

中間会計期間中の変動額            

転換社債の転換による新株

の発行 
1,005 1,005   1,005             2,011 

固定資産圧縮積立金の取崩

（注） 
          △2   2     － 

利益処分による剰余金の配

当 
              △163 △163   △163 

利益処分による役員賞与               △28 △28   △28 

中間純利益               941 941   941 

自己株式の取得                   △18 △18 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                      

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
1,005 1,005 － 1,005 － △2 － 752 749 △18 2,743 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
4,268 4,033 35 4,068 436 18 3,541 6,107 10,103 △523 17,917 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,447 1,447 16,621 

中間会計期間中の変動額    

転換社債の転換による新株の

発行 
    2,011 

固定資産圧縮積立金の取崩

（注） 
    － 

利益処分による剰余金の配当     △163 

利益処分による役員賞与     △28 

中間純利益     941 

自己株式の取得     △18 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△265 △265 △265 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△265 △265 2,477 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,181 1,181 19,099 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理しており、売却原

価は移動平均法により算

定しています。） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理しており、売却

原価は移動平均法により

算定しています。） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理しており、売却原価は

移動平均法により算定し

ています。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

原材料 

   （主要原材料） 

月次平均法による原価法 

   （仕入部品） 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

原材料 

同左 

(2）たな卸資産 

原材料 

同左 

 商品・製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

商品・製品・仕掛品 

同左 

商品・製品・仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しており、耐用年

数及び残存価額は法人税法の

規定に従っています。 

 なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年間で均

等償却する方法を採用してい

ます。 

 また、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物      ８～50年 

機械装置    ４～14年 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しています。 

 なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年間で均等償却する方

法を採用しています。 

 また、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物      ８～50年 

機械装置    ４～14年 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しています。 

 なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の有形固定資産

については、３年間で均等償

却する方法を採用していま

す。 

 また、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物      ８～50年 

機械装置    ４～14年 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いて、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採

用しています。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失の発生に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上していま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額を計上してい

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）役員賞与引当金 

 ───── 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上しています。 

（会計方針の変更）  

  当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しています。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ14百万円減少していま

す。 

(3）役員賞与引当金 

─────  

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしています。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしています。 

 (5）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間会計期間末要支給額を計上

しています。 

(5）役員退職引当金 

同左 

(5）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップ取引について、

当該特例処理によっています。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：金利変動により

影響を受ける長期借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社所定の社内承認手続きを

行った上で、借入金利息の金利

変動リスクを回避する目的によ

り、金利スワップを利用してい

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては、特

例処理によっているため、有効

性の評価の判定を省略していま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．消費税等の会計処理の方

法 

 税抜方式によっています。 

 なお、仮受消費税等及び仮払消

費税等については、相殺して流動

負債の「その他」に含めて表示し

ています。 

同左  税抜方式によっています。 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

法人税等の期間配分の処理に関す

る事項 

 当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期にお

いて予定している利益処分による

圧縮積立金の取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金額を

計算しています。 

───── ───── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）    

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しています。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

───── （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ています。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しています。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、19,099百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しています。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 （中間貸借対照表） 

 「有価証券」は、前中間会計期間末は流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間

末において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「有価証券」の金額は22百

万円であります。 

─────  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

   11,709百万円    12,145百万円    11,954百万円

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

（工場財団） （工場財団） （工場財団） 

建物   1,603百万円

機械装置 36 

土地 772 

その他 9 

計 2,421 

建物    1,472百万円

機械装置 34 

土地 772 

その他 8 

計 2,287 

建物    1,534百万円

機械装置 34 

土地 772 

その他 9 

計 2,350 

上記に対する債務 上記に対する債務 上記に対する債務 

短期借入金   20百万円

長期借入金 45 

計 65 

短期借入金     20百万円

長期借入金 25 

計 45 

短期借入金     20百万円

長期借入金 35 

計 55 

 ３ 偶発債務 

 下記の子会社の銀行借入金に対し次の

とおり保証をしています。 

 ３ 偶発債務 

 下記の子会社の銀行借入金に対し次の

とおり保証をしています。 

 ３ 偶発債務 

 下記の子会社の銀行借入金に対し次の

とおり保証をしています。 

台湾ピラー工業㈱ 

   141百万円(   41,265千NT$)

蘇州ピラー工業有限公司 

  22百万円 (   1,600千RMB)

台湾ピラー工業㈱ 

      91百万円(   25,475千NT$)

蘇州ピラー工業有限公司 

    23百万円(    1,600千RMB)

台湾ピラー工業㈱ 

      130百万円(   36,065千NT$)

蘇州ピラー工業有限公司  

  23百万円 (  1,600千RMB)

 ─────  ※４ 中間会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理しています。 

 なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含まれていま

す。 

      受取手形   267百万円

───── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息   7百万円

受取配当金 132 

為替差益 10 

受取利息    6百万円

受取配当金 123 

受取利息     14百万円

受取配当金 248 

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息   10百万円 支払利息    8 百万円 支払利息     19百万円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 359百万円

無形固定資産 37 

有形固定資産    366百万円

無形固定資産 26 

有形固定資産    761百万円

無形固定資産 72 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注） 830 14 － 844 

合計 830 14 － 844 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 工具・器

具・備品 

取得価額相当額    110百万円

減価償却累計額

相当額 
   58百万円

中間期末残高相

当額 
  52百万円

 工具・器

具・備品 

取得価額相当額    101百万円

減価償却累計額

相当額 
    57百万円

中間期末残高相

当額 
    43百万円

 工具・器

具・備品 

取得価額相当額     95百万円

減価償却累計額

相当額 
    54百万円

期末残高相当額   40百万円

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しています。 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   20百万円

１年超   31百万円

合計   52百万円

１年内     18百万円

１年超     25百万円

合計     43百万円

１年内     17百万円

１年超     23百万円

合計     40百万円

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料   18百万円

減価償却費相当額   18百万円

支払リース料     10百万円

減価償却費相当額     10百万円

支払リース料     29百万円

減価償却費相当額     29百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成17年９月30日）、当中間会計期間末（平成18年９月30日）及び前事業年度末（平成18

年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額   759円68銭

１株当たり中間純利益   16円77銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 14円95銭

１株当たり純資産額 831円67銭

１株当たり中間純利益    44円38銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。

１株当たり純資産額 811円66銭

１株当たり当期純利益 38円36銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

 

  34円20銭

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 342 941 812 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 28 

 (うち利益処分による役員賞与

金） 
－ － (28) 

普通株式に係る中間（当期）純利

益 （百万円） 
342 941 784 

期中平均株式数（千株） 20,447 21,212 20,446 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
0 － 1 

（うち支払利息（税額相当額控除

後）） 
(0) － (1) 

普通株式増加数（千株） 2,535 － 2,535 

（うち新株予約権（千株）） (2,535) － (2,535) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要  

───── ───── ───── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成18年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額…………………183百万円 

(ロ)１株当たりの金額……………………………… ８円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成18年12月８日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第58期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日近畿財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

日 本 ピ ラ ー 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ピラー工業株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本ピラー工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月８日

日 本 ピ ラ ー 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ピラー工業株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、日

本ピラー工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 目 細   実 

      

監 査 法 人 は る か 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

日 本 ピ ラ ー 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ピラー工業株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本ピ

ラー工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月８日

日 本 ピ ラ ー 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ピラー工業株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本ピラー

工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 目 細   実 

      

監 査 法 人 は る か 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 
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